
自謡紺繊黙謡謡
官として8年弱仕え,その路線を継承していく

という公約だが,菅カラーを見つけるとすれば

デジタル・ガバメントだろう。

たまたま筆者は,6月からヂジル・ガバメ

ント閣僚会議の下に設立されたマイナンバーワ

ーキング・グループのメンバーで,菅官房長官

から直接問題意識をうかがう機会が2度あっ

た。その際の発言で,わが国のデジタル・ガバ

メントが機能した状況とは

ほど遠いこと,その最大の

原因は省庁,国,地方がば

らぱらな縦割り行政にある

ことを指摘し.参加した内

閣官房や関係各省の局長に

徴を飛ばすなどデジタル・

ガバメントへの熱い思、いが

伝わってきた。

官房長官として,安倍政

治の負の部分を背負ってき

たイメージが強いが,この

分野へのコミットメントと

実際の進展があれぱイメー

ジも変わるであろう。

7月に閣議決定された骨

太方針2020には,特別定額給付金の混乱の反省

から「今回の感染症対応において,マイナンバ

ーシステムをはじめ行政の情報システムが国民

が安心して簡単に利用する視点で十分に構築さ

れてぃなかったことや,国・地方自治体を通じ

て情報システムや業務プロセスがバラバラで,

地域・組織問で横断的にデータも十分に活用で

きないなど,様々な課題が明らかになった」と

明記された。

その上でデジタル・ガバメント,つまりデジ

タル技術を活用した新たな行政サービスにクラ

ウドなどの先端技術の活用を目指すため,内閣

官房に,民問専門家と関係府省庁を含む新たな

司令塔機能が構築され,マイナンバー制度の新

たな工程表が現在議論されている

問題は,マイナンバーカードの普及が前提条

件となるということだ。政府は,2021年3月か

ら開始予定の健康保険証としての利用で,2022

年度中にほとんどの住民がマイナンバーカード

を保有していることを想定しているが,現在の

発行枚数は2,000万枚程度なので,目標の達成は

容易ではない。

筆者が考える最大の普及策は,マイナンバー

カードを使って開設するマイナポータルを,年

金や児童手当などの公的な入金,各種保険料や

納税などの出金管理に活用できるようにするこ

と,将来的には個人の収支

も管理できる家計簿にする

163 ことだ。そうなれぱ毎日ポ
回

ータルを開くことになる。

カギを握るのは「日本型

記入済み申告制度」だ生

命保険会社が発行する生命

1呆険料控除証明書,損保会
牡が発行する地震保険料控

除証明書などが,10月から

民間送達サービスを通じて

ポータルに入ってくる。来

年の申告時には,納税者がこ

確定申告書作成コーナーを
り

立ち上げ,民間送達サービ

ス経由でポータルに入った

納税関係証明書をe-T飢に送信して申告が完了

するようになる。給与所得の源泉徴収票も,簡

素に取り込める方向で検討が進んでいる。

国民の二ーズが高い医療費控除については,

すでに2017年分確定申告から,保険者のWeb

サイト経由で医療費通知データをダウンロード

してe-TaXにつなげることが可能となっている

が,来年から審査支払機関との情報連携によ

り,簡素に取り込むための検討が進んでいる。

医療費控除・還付申告が簡単にできるようにな

れぱ利便性は向上する

最後に,マイナンバー制度普及のためには,

日本人特有の番号に対するアレルギーの解消も

必要である。国民自身の意識が変わらなけれ

ぱ,デジタル・ガバメントは難しいということ

も付け加えておきたい。
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